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【開催日】 令和６年３月１２日（火） 

【開催場所】 議場 

【開会・散会時間】 午前１０時～午後３時２０分 

【出席委員】 

委員長 中 村 博 行 副委員長 伊 場   勇 

委員 大 井 淳一朗 委員 岡 山   明 

委員 奥   良 秀 委員 笹 木 慶 之 

委員 白 井 健一郎 委員 恒 松 恵 子 

委員 中 岡 英 二 委員 中 島 好 人 

委員 福 田 勝 政 委員 藤 岡 修 美 

委員 古 豊 和 惠 委員 前 田 浩 司 

委員 松 尾 数 則 委員 宮 本 政 志 

委員 森 山 喜 久 委員 矢 田 松 夫 

委員 山 田 伸 幸 委員 吉 永 美 子 

【欠席委員】 

なし 

【委員外出席議員等】 

議長 髙 松 秀 樹   

【執行部出席者】  

副市長 古 川 博 三 教育長 長 友 義 彦 

総務部長 辻 村 征 宏 企画部長 和 西 禎 行 

協創部長 篠 原 正 裕 市民部長 岩 佐 清 彦 

福祉部長 吉 岡 忠 司 経済部長 桶 谷 一 博 

建設部長兼大学推進室長 大 谷 剛 士 山陽総合事務所長 川 﨑 信 宏 

教育部長 藤 山 雅 之   

【事務局出席者】 

局長 河 口 修 司 局次長 中 村 潤之介 

議事係主任 岡 田 靖 仁   

【審査日程】 
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１ 議案第１号 令和５年度山陽小野田市一般会計補正予算（第１１回）につ

いて 

２ 承認第１号 令和５年度山陽小野田市一般会計補正予算（第１０回）に関

する専決処分について 

３ 議案第１１号 令和６年度山陽小野田市一般会計予算について 

 

午前１０時 開会 

 

中村博行委員長 おはようございます。ただいまから一般会計予算決算常任委

員会を開会します。本日の審査日程につきましては、お手元のタブレッ

トにありますとおり進めてまいります。２月２２日に本委員会に付託さ

れました議案第１号令和５年度山陽小野田市一般会計補正予算（第１１

回）……（発言する者あり）やり直しましょう。２月２２日に本委員会

に付託されました議案第１号令和５年度山陽小野田市一般会計補正予算

（第１１回）について、各分科会での審査が終了しましたので、分科会

長の報告を求めます。では、最初に総務文教分科会長の報告を求めます。 

 

（伊場勇総務文教分科会長 登壇） 

 

伊場勇総務文教分科会長 おはようございます。それでは一般会計予算決算常

任委員会総務文教分科会の報告をします。議案第１号令和５年度山陽小

野田市一般会計補正予算（第１１回）について、総務文教常任委員会が

所管する部分について２月２８日に審査しました。今回の補正は、普通

交付税の追加交付に伴う減債基金への積立てに加え、決算を見通して行

うものです。論点または審査によって明らかになった事項などについて

です。初めに、歳入からです。６款１項１目法人事業税交付金１，２０

０万円の減額は、県に納付された当該事業税の７．７％が市町に配分さ

れるもので、県から当該交付金の決算見込みについて情報提供があった

数値を踏まえたものです。次に１１款地方交付税、１項１目地方交付税

１億６，２１１万４，０００円の増額は、令和４年度の国税決算等の増
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額により、国において令和５年度普通交付税の追加交付が決定されたこ

とに伴うものです。次に、１９款繰入金、１項１目財政調整基金繰入金

３億５，５４２万８，０００円の減額は、財政財源調整として行うもの

で、補正後の財政調整基金の令和５年度末の予算上の残高は３９億

８，５０３万８，０００円となります。次に、歳出です。光熱費全般の

減額は、当初令和５年９月分までされていた国による激変緩和措置が令

和６年５月分まで延長されたことによるものです。次に、２款総務費、

１項１０目地域振興費５，８９２万８，０００円の減額は、ふるさと納

税の寄附額４，２５０万円の減額と、それに伴う経費の減額によるもの

です。主な質疑として、「ふるさと納税が伸び悩んだ理由は」との質問

に、「１０月の法改正により、本市の主力商品でもある寄附額１万円以

下の返礼品にお得感がなくなったことが大きな要因の一つと考える」と

の答弁。次に、１項１４目防災費８，４９３万円の減額は、主に防災情

報伝達システム整備工事、いわゆるＪ－ＡＬＥＲＴに連動する防災スピ

ーカーの整備工事に関して、落札額や工事実績に基づく不用額を減額す

るものです。主な質疑として、「不用額が出た要因は何か」との質問に、

「全箇所において、フェンスで囲いをすることや、基礎工事で深く掘る

想定で予算を積算していたが、現場調査をする中でそこまでの工事が不

要で、減額できることところがあったので経費を削減した」との答弁。

次に、１項３１目本庁舎改修事業費６，３５２万６，０００円の減額は、

来年度工事を予定している倉庫等の建築・解体のための設計業務委託料

について、落札減による不用額、引っ越し業務等に係る費用の積算に伴

う不用額、改修工事に係る精算による不用額、レイアウト変更に伴うキ

ャビネット等の購入に要する費用の不用額をそれぞれ減額するものです。

次に、２項２目賦課徴収費、１２節委託料４０５万８，０００円の増額

は、令和５年１２月２２日に税制改正大綱が閣議決定され、令和６年度

に国税の令和６年分所得税３万円と地方税の令和６年度分個人住民税

１万円の合計１人当たり４万円の定額減税を実施することとなったこと

から、地方税部分の対応を当初賦課に間に合わせるためにシステムの改

修を実施するものです。次に、９款消防費、１項１目常備消防費、
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１，１７４万３，０００円の増額は、宇部・山陽小野田消防組合費分担

金について、救急件数増加に伴う医薬材料費の増加、給与改定に伴う給

料等の増額、燃料費の増額及び基準財政需要額確定に伴う分担金負担割

合の増加により増額するものです。主な質疑として、「負担割合はどう

なったのか」との質問に、「負担割合は予算要求した時点では３３．７％

であったが、令和５年度の割合が３４％に確定した」との答弁。次に、

１項２目非常備消防費５５０万円の減額は、消防団員報酬の減額であり、

消防団員が条例定数に達しなかったこと及び火災や風水害等の災害出動

が想定を下回ったことによるものです。主な質疑として、「定数は何名

か。また、現員数の状況はどうか」との質問に、「定数は４８５名であ

り、令和６年２月１日時点の団員数は３８９名である」との答弁。次に、

１０款教育費、５項１目社会教育総務費、１２節委託料４１４万

７，０００円の減額は、国史跡周防灘干拓遺跡浜五挺唐樋保存活用計画

策定業務、山下記念館解体工事に係る測量業務、山下記念館解体工事に

係る事前の家屋調査業務において、それぞれ減額するものです。次に、

６項１目学校保健体育費４００万円の減額は、児童災害共済給付交付金

の実績見込みによるものです。次に、６項２目給食費、１９節扶助費

８００万円の減額は、就学援助事業の実績見込みによるものです。主な

質疑として、「給食費の就学援助については問題点が改善されたと思う

が、現在の状況はどうか」との質問に、「給食費を差し引いた分を保護

者の口座に支払い、全額現物給付として、直接学校給食センターの給食

費として頂いている」との答弁。次に、繰越明許費補正の追加部分につ

いてです。税務基幹システム改修事業４０５万８，０００円については、

５市２町で実施している「やまぐち自治体クラウド」の中で実施するシ

ステム改修の一部を次年度に行うため繰り越すものです。次に、債務負

担行為の追加部分については、ＬＡＢＶプロジェクト民間施設賃借料、

限度額１７億８，７５２万円、令和５年度から令和４０年度については、

公園通出張所、会議室６室を含む市民活動センター、福祉センター、地

域職業相談室の四つの公共機能を賃貸借契約により設置するものです。

主な質疑として、「坪単価１万４００円の妥当性は」との質問に、「当
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初は坪当たり９，３５３円と想定していたが、昨今の物価高騰を勘案し

ての増額と聞いており、近隣の条件が近い物件と比較しても決して法外

な金額ではないと判断している」との答弁。また、「市の出張所以外の

三つの機能を市が賃貸契約する理由は」との質問に、「この事業を進め

るに当たり、公共性、公益性を保つため」との答弁。次に、債務負担行

為廃止についてです。ふるさと納税自動販売機設置事業については、総

務省の基準改正により、寄附の募集に使う経費を給付額の５０％以下と

することが厳格化され、寄附の「募集に要する経費」の見直しにより、

これまで５０％以下であった本市の手数料が、基準改正後では５５．４８％

になったため、手数料を５０％以下とする対策が必要となった。このた

め、寄附額の調整や設置事業者と設置に係る費用の減額交渉などを行っ

たが、５０％以下にすることができないと判断し、中止するものです。

主な質疑として、「ふるさと納税自動販売機の代わりとなる取組がある

のか」との質問に、「現地型のふるさと納税の検討をしている」との答

弁がありました。以上で、総務文教分科会の報告を終わります。委員各

位の慎重審査をお願いします。 

 

（伊場勇総務文教分科会長 降壇） 

 

中村博行委員長 総務文教分科会長の報告が終わりましたので、これより質疑

を行います。質疑はありませんか。 

 

山田伸幸委員 給食費のことを伺います。給食費の就学援助の部分については、

差し引いて支払うことで、未収はなくなったのでしょうか。 

 

伊場勇総務文教分科会長 説明したとおり、仕組みを変えたのでそのように理

解しております。以上です。 

 

山田伸幸委員 次に、債務負担行為のＬＡＢＶプロジェクトの民間施設賃借料

の件です。この中で、福祉センターについては、福祉センターと言いな
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がら、実質、社会福祉協議会が入るわけです。社会福祉協議会というの

は、そうは言っても事業を行う機能も持っており、これを市が全額負担

するのはおかしいのではないかと思っていて、本来ならば、必要な経費

を市から社会福祉協議会に交付して、社協が賃借料として払うべきだと

思うんですが、いかがでしょうか。 

 

伊場勇総務文教分科会長 先ほどの給食費の答弁について、誤解を少し与える

かもしれないので補足で一言申し上げますが、就学援助で頂いたお金に

ついては、仕組みを変えたので支払っていない方はいらっしゃらないと

いうことです。それ以外については審査の中では話していないというこ

とを申し沿えたいと思います。そして、福祉センターについてですが、

市の関係については、使用貸借というやり方をこれからもというところ

でして、それについては、違法性はないとの説明は受けています。 

 

中村博行委員長 ほかにありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）以上で質疑

を終わります。次に、民生福祉分科会長の報告を求めます。 

 

（奥良秀民生福祉分科会長 登壇） 

 

奥良秀民生福祉分科会長 おはようございます。議案第１号令和５年度山陽小

野田市一般会計補正予算（第１１回）につきまして、民生福祉常任委員

会が所管する部分につきまして、報告します。概要としまして、今回の

補正は、決算を見込んだ事業費の精算等取り急ぎ措置すべき案件につい

て補正するものであります。論点または審査によって明らかになった事

項としまして、歳出の２款総務費、１項１３目空家対策費１５０万円の

減額は、令和５年１２月に予算を４４６万９，０００円増額補正したが、

その後、補助金の対象とならなかったケースが４件あったため減額する

ものです。また、３項１目戸籍住民基本台帳費１，０５０万５，０００円

の増額は、戸籍の記載事項に旧氏名及びその振り仮名を追加するための

システム改修委託料を増額するものです。主な質疑としまして、「空き



 7 

家を除却するための補助金が支給対象外となった理由は何か」との質問

に、「４件のうち３件は、現地調査の結果、不良度判定が１００点未満

となったため、１件は、市外業者に除却を依頼したためである」との答

弁。「システム改修委託料の金額は、精査しているのか」との質問に、

「精査して適正な金額であると認識している」との答弁。３款民生費、

１項９目のぞみ園整備事業費は６６０万８，０００円の減額です。２項

２目児童措置費９，３６４万９，０００円の減額は、国の補助割合が変更

されたこと等によって減額するものです。２項４目保育所費１，２２９万

１，０００円の減額は、小野田地区公立保育所整備事業について、落札

減及び調査内容の変更により地質調査委託料を減額し、並びに実施設計

業務に係る前払金の請求がないことにより設計委託料を減額するもので

す。３項２目扶助費、１９節扶助費３，０００万円の増額は、生活保護

受給者数は減少しているが、必要な医療費は増加しているため、生活扶

助費等を減額し、医療扶助費を増額するものです。主な質疑としまして、

「児童措置費の保育所運営費（私立分）を減額した理由は何か」との質

問に、「単価が特に高いゼロ歳児の入所数が、当初見込んでいたよりも

少なかったため」との答弁。「小野田地区公立保育所整備事業について

は、水害などを考慮して設計しているのか」との質問に、「その辺りも

含めて委託事業者と協議中である」との答弁。「生活保護者数が減少し

ている要因は何か」との質問に、「人口減が大きな要因と考えている」

との答弁。４款衛生費、１項２目予防費６，２９９万円の減額は、子宮

頸がんワクチン及び風しんの予防接種の接種率が伸びなかったこと、ま

た、今年度の出生数が見込みよりも減少したことにより減額するもので

す。１項７目新型コロナウイルス対策費１億５，８１０万９，０００円

の減額は、新型コロナウイルスワクチンの接種率が見込みよりも伸びな

かったため、予防接種委託料、コールセンター業務委託料及び集団接種

業務委託料の減額をするものです。２項２目塵芥処理費１，３５４万

８，０００円の減額は、リサイクルを目的とした焼却灰のセメント原料

化事業に伴う運送料及び処理料を減額するものです。２項３目し尿処理

費１，５００万円の減額は、小野田浄化センターの電気料金について、
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当初予算で見込んでいた使用料単価の上昇が生じなかったためにより減

額するものです。主な質疑としまして、「子宮頸がんワクチンの接種を

市民にどのように働きかけているのか」との質問に、「小学生に対して

は、中学校の入学説明会でチラシを配っている。中学生に対しては、夏

休み前の全学年にチラシを配っている。高校生に対しては、高校１年生

が定期接種の最終年度となるので、個別に通知している。また、キャッ

チアップ接種については、対象者全員に対して個別に通知し、勧奨して

いる」との答弁。最後に、繰越明許費補正につきまして、戸籍情報シス

テム改修事業２，３００万８，０００円は、氏名の振り仮名法制化が国

の令和５年度補正予算に計上されたため、令和５年１２月と令和６年３月

に補正予算を計上したが、令和５年度中に事業の完了が見込めないため

とのこと。のぞみ園整備事業６６０万円は、新のぞみ園建設地に炭鉱跡

が発見されたこと等により地質調査の完了が遅れた結果、建築実施設計

業務にも遅れが生じ、契約期間の終期を令和６年４月３０日に変更する

ためです。小野田地区保育所整備事業２，０７５万２，０００円は、水

路造成工事において受注製作となるコンクリート製品が、災害時の影響

により納品に多くの日数を要するためです。新型コロナウイルスワクチ

ン接種事業８２４万８，０００円は、新型コロナウイルスワクチンの特

定臨時接種が令和６年３月３１日で終了することに伴い、令和６年４月

以降に残務整理が発生することが予想されるためです。以上で会長報告

を終わります。皆様の審議をよろしくお願いします。 

 

（奥良秀民生福祉分科会長 降壇） 

 

中村博行委員長 民生福祉分科会長の報告が終わりましたので、これより、質

疑を行います。質疑はありませんか。 

 

宮本政志委員 ３款民生費、２項４目保育所費の説明の中で、調査内容の変更

により実質調査委託料が減額になったとの説明がありましたけど、一つ

目は、何が変更になったかということについて、分科会でどのような質
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疑がありましたか。 

 

奥良秀民生福祉分科会長 保育所費、すみません。もう一度、質問をお願いし

ます。二つありますので、すみません。 

 

宮本政志委員 落札減及び調査内容の変更によって、地質調査委託料が減額に

なったとの説明がありましたよね。この調査内容の変更というのは、何

が変更されたのかという分科会での質疑をお聞きしております。 

 

奥良秀民生福祉分科会長 こちらの内容としましては、本当の支持層がもっと

深いところにある予定になっていましたが、調査した結果、浅いところ

にあったために、その分に関して減額するもの、あとはたくさんの箇所

をボーリング調査する予定でしたが、数を減らしたとの報告を受けてお

ります。 

 

中村博行委員長 ほかにありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは、質

疑を終わります。次に産業建設分科会長の報告を求めます。 

 

（藤岡修美産業建設分科会長 登壇） 

 

藤岡修美産業建設分科会長 それでは、議案第１号令和５年度山陽小野田市一

般会計補正予算（第１１回）について、産業建設常任委員会が所管する

部分を２月２９日に委員全員出席の下で審査しましたので、報告します。

概要です。今回の補正は、決算を見込んだ事業費の精算等取り急ぎ措置

すべき案件についての補正である。論点または審査によって明らかにな

った事項として、歳出、６款農林水産業費、１項１目農業委員会費、委

員報酬９７９万８，０００円の減額は、農業委員及び農地利用最適化推

進委員の成果実績に基づき能率給を減額するものです。さらに、１項３目

農業振興費、農地集積協力補助金１１８万５，０００円の増額、農業次

世代人材投資資金１１２万５，０００円の減額、新規就業者等産地拡大
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促進事業補助金１８２万９，０００円の減額、新規就農者支援事業補助

金３００万円の減額、担い手支援事業補助金１１３万３，０００円の減

額、６次産業化・農商工連携応援事業補助金２００万円の減額、集落営

農法人連合体形成加速化事業補助金６６万３，０００円の減額がありま

した。１項５目土地改良事業費、工事請負費８９０万３，０００円の減

額は、修理田ため池切開工事の落札減によるものです。３項３目漁港建

設費、工事請負費３，４９１万６，０００円の減額は、埴生漁港改修工

事の補助金の内示割れによるものです。主な質疑として、「農地集積協

力補助金とは」との質問に、「農地中間管理機構を活用し、担い手へ農

地の集積・集約化に取り組んだ地域に対して、協力金を交付するもので

ある」との答弁。７款商工費、１項１目商工総務費、地方バス路線維持

費補助金１，７８０万３，０００円の増額は、運行実績を踏まえ当初予

算との差額を増額するものです。１項２目商工振興費、工事請負費２４６万

５，０００円の減額は、小野田・楠企業団地内への企業の進出に伴い設

置する水道加圧装置に係る工事請負費の落札減によるものです。主な質

疑として、「コロナ禍前と比較して、バス利用者数はどうか」との質問

に、「令和元年度の実績が７９万２，７３５人で、令和５年度の７０万

６，７７５人と比較すると約１０万人少ない」との答弁。「バス利用者

の利便性向上の取組状況は」との質問に、「厚狭駅から厚狭高校までの

バスの通学便の新設やＡスクエアの学生寮から山口東京理科大学までの

バスの増便、バス停のベンチの更新等の取組を進めている」との答弁。

８款土木費、２項１目道路橋りょう総務費、道路台帳整備委託料５４９万

７，０００円の減額は、市道後潟堤防線沿いの県の護岸工事が完了して

おらず、道路台帳の修正ができないことによるものです。２項３目道路

橋りょう維持費、工事請負費７４６万９，０００円の減額は、市道のリ

フレッシュ事業で、予想より路盤の状態が良く、補修の必要がなくなっ

たことによるものです。さらに、６項１目住宅管理費、地質調査委託料

３３３万５，０００円の減額、設計委託料３３１万５，０００円の減額、

アスベスト調査委託料４４７万２，０００円の減額、耐震診断員派遣業

務委託料８８万８，０００円の減額、空き家家具撤去等業務委託料２０４万
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６，０００円の減額がありました。主な質疑として、「アスベスト調査

委託料の減額の理由は」との質問に、「１２０検体のアスベスト含有調

査物質があると判断していたが、実際に現地調査したのは３８検体であ

り、費用が安くなった」との答弁。「地質調査委託料の詳細は」との質

問に、「有帆団地Ａ棟、Ｂ棟に浄化槽を設置するために地質調査を実施

した」との答弁。繰越明許費補正の追加として、県営防災減災事業・河

川応急事業３５０万４，０００円、防災重点ため池等廃止事業５７９万

７，０００円、県営農業競争力強化基盤整備事業４３７万８，０００円、

埴生漁港整備事業１，５０８万４，０００円、駅舎バリアフリー化整

備事業５，７４３万１，０００円、道路交通安全施設等対策事業費補

助事業３２４万４，０００円、防災・安全交付金事業、２，９４２万

５，０００円、道路更新防災等対策事業１，４７１万円、河川整備事業

１，２２６万円、排水機場整備事業６９９万６，０００円、土砂災害警

戒区域災害復旧事業３，２００万円、公共土木施設災害復旧事業１億

４，１４０万円、農業施設災害復旧事業５，０６８万５，０００円、林

業施設災害復旧事業３，７８５万４，０００円は、年度内に事業の完了

が難しいため繰り越すものです。債務負担行為補正（追加）として、竜

王山公園オートキャンプ場施設等更新事業、限度額５００万円、令和５年度

から令和６年度、南部地区都市公園外施設指定管理者委託料限度額２億

４，０９７万７，０００円、令和６年度から令和１０年度です。以上で

報告を終わります。委員各位の慎重審査をよろしくお願いします。 

 

（藤岡修美産業建設分科会長 降壇） 

 

中村博行委員長 産業建設分科会長の報告が終わりましたので、これより質疑

を行います。質疑はありませんか。 

 

山田伸幸委員 埴生漁港改修工事の補助金の内示によって生じた３，４９１万

６，０００円の減額は、今年度は諦めて、次年度に繰り越すのでしょう

か。そして、予定どおりの工事が行われるのでしょうか。 
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藤岡修美産業建設分科会長 執行部の説明では、要望していたほどの補助金が

つかず、減額せざるを得ないということでした。残りの事業については、

当然、来年度に申請して、工事の進捗を進めるものと考えております。 

 

山田伸幸委員 補助金がつかないということでしたが、来年度であればつくん

でしょうか。 

 

藤岡修美産業建設分科会長 それは来年度、また予算を要望してみないと分か

らないと思いますが、この事業については、今年度は予算がつかなかっ

たとの説明がありました。 

 

山田伸幸委員 次に有帆団地のことです。有帆団地Ａ棟、Ｂ棟に浄化槽を設置

するために地質調査を実施したとありました。市内の老朽団地について

は、こういった補修をするのではなくて建て替えていくという方向なん

ですが、浄化槽を設置するということは長寿命化させるような考えがあ

るんでしょうか。 

 

藤岡修美産業建設分科会長 当然、その意向で浄化槽を設置するものと考えて

おります。 

 

中村博行委員長 ほかに質疑はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）以上

で質疑を終わります。討論に入る前に、執行部の出席を求めますので…

…（発言する者あり） 

 

奥良秀民生福祉分科会長 先ほどの宮本委員の質疑に対しまして、補足させて

いただきます。先ほどボーリング調査によって、調査する箇所数量が変

更になったと言いましたが、もう一つ、泥岩がある予定であったところ

に砂岩があったために、土質の試験の業務量が減ったとの報告を受けて

おります。 
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中村博行委員長 宮本委員、よろしいですね。（「はい」と呼ぶ者あり）それ

では、質疑を終わりまして、討論に入る前に、執行部の出席を求めます

ので、ここで若干の休憩を挟みます。１０時４５分から再開しますので、

定刻までに御参集をお願いします。それでは、休憩します。 

 

午前１０時３５分 休憩 

 

午前１０時４６分 再開 

 

中村博行委員長 休憩前に引き続き委員会を続けます。それでは、議案第１号

令和５年度山陽小野田市一般会計補正予算（第１１回）についての討論

を行います。討論はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）討論なし

と認めます。これより、議案第１号について採決します。本件に賛成の

委員の挙手を求めます。 

 

（賛成者挙手） 

 

中村博行委員長 全員賛成により、本件は可決すべきものと決しました。続い

て、同じく２月２２日に本委員会に付託されました承認第１号令和５年

度山陽小野田市一般会計補正予算（第１０回）に関する専決処分につい

て、分科会での審査が終了しましたので、分科会長の報告を求めます。 

 

（奥良秀民生福祉分科会長 登壇） 

 

奥良秀民生福祉分科会長 それでは、承認第１号令和５年度山陽小野田市一般

会計補正予算（第１０回）に関する専決処分について、民生福祉常任委

員会が所管する部分について報告させていただきます。概要としまして

は、今回の補正は、国が、物価高騰を踏まえた低所得者世帯への追加支
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援策として給付金を支給する方針を示したことから、支給に向けて早急

に予算措置が必要となったため、令和６年１月１９日に専決処分を行っ

たものであります。論点または審査によって明らかになった事項としま

して、歳出、３款民生費、１項１０目、物価高騰対策住民税非課税世帯

支援給付金給付事業費２億７，８２２万６，０００円の増額は、住民税

均等割のみ課税世帯への給付については２，０００世帯、低所得者の子

育て世帯への加算については児童１，３００人を対象と見込んでのもの

とのことです。主な質疑としまして、「案内チラシをいつ発出するのか」

との質問に、「３月中旬を予定している」との答弁。「対象者を漏れな

く抽出できるのか」との質問に、「住民票と課税の情報から対象者を抽

出するので、適切に抽出できると考えている」との答弁。次に、繰越明

許費としまして、物価高騰対策住民税均等割のみ課税世帯支援給付金給

付事業２億６９２万６，０００円、物価高騰対策子育て世帯支援給付金

給付事業７，１３０万円は、４月以降に支給する予定であり、今年度内

に業務を完了できないために繰り越すことになっております。以上です。

委員の皆様の御審議、よろしくお願いします。 

 

（奥良秀民生福祉分科会長 降壇） 

 

中村博行委員長 民生福祉分科会長の報告が終わりましたので、これより質疑

を行います。質疑はありませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）質疑なし

と認めます。討論を行います。討論はありませんか。（「なし」と呼ぶ

者あり）討論なしと認めます。これより、承認第１号について採決しま

す。本件に賛成の委員の挙手を求めます。 

 

（賛成者挙手） 

 

中村博行委員長 全員賛成により、本件は承認すべきものと決しました。これ

にて、議案第１号と承認第１号については、この後に開催される本会議

にて審議することとなります。続いて、本会議終了後に、執行部から令
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和６年度一般会計予算についての総括説明を本委員会で受けますので、

ここで委員会を暫時休憩とします。それでは休憩に入ります。 

 

午前１０時５０分 休憩 

 

午後２時４５分 再開 

 

中村博行委員長 皆さんお疲れさまです。それでは、一般会計予算決算常任委

員会を再開します。審査日程については、お手元のタブレットにありま

すとおり進めてまいります。先ほどの本会議で本委員会に付託された議

案第１１号令和６年度山陽小野田市一般会計予算についてです。執行部

に予算の総括説明を求めます。 

 

山本財政課長 それでは、令和６年度山陽小野田市一般会計予算につきまして

総括的な説明をします。お手元の予算書、予算に関する説明書の２ペー

ジをお開きください。第１条に定めておりますとおり、歳入歳出予算の

総額は歳入歳出それぞれ３２６億５，７００万円であり、前年度当初予

算と比較しまして、３．８％、１１億９，４００万円の増額となってお

ります。また、第２条におきましては債務負担行為、第３条におきまし

ては地方債を定め、第４条におきましては一時借入金の最高額を７０億円

としております。なお、第５条におきましては歳出予算における各項の

経費の流用範囲を定めております。３ページを御覧ください。第１表歳

入歳出予算の歳入としまして、１款市税から６ページの２２款市債まで

の款項の区分ごとの金額を記載しております。また、７ページ以降には、

歳出としまして１款議会費から９ページの１３款予備費までの款項の区

分ごとの金額を記載しております。１０ページをお開きください。第２

表債務負担行為としまして住民情報系通信機器更新事業、以下１２の事

業等につきまして、期間及び限度額を設定しております。また、１１ペ

ージでは、第３表地方債としまして防災設備整備事業債、以下３３の地
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方債につきまして、限度額、起債の方法などを定めております。次に、

１５ページをお開きください。歳入歳出予算事項別明細書の総括としま

して、１５、１６ページでは歳入を、１８、１９ページでは歳出につき

まして記載しております。それでは、事項別明細書の歳入につきまして、

款項を追って概要を御説明します。２０、２１ページをお開きください。

１款市税、１項市民税におきましては、３３億９，７２９万４，０００円

を計上しております。個人市民税におきましては、定額減税の実施など

による減を見込むほか、法人市民税におきましても直近の企業収益の状

況等を踏まえて減を見込んでおります。次に、２項固定資産税におきま

しては、５３億１３万３，０００円を計上しており、土地におきまして

は、地価の下落修正の影響などから減を見込んでおります。一方、家屋

におきましては、評価替えによる減額はあるものの、建物の新増築等の

影響を加味して増を見込んだほか、償却資産におきましても、直近の市

内主要企業における設備投資の状況等を踏まえた増を見込んでおります。

また、３項軽自動車税、４項市たばこ税、５項入湯税は、直近の実績等

を勘案し、２２、２３ページの６項都市計画税は、固定資産税と同様に

評価替えや建物の新増築の影響などを考慮し、それぞれ計上しておりま

す。なお、７項の旧法による税につきましては、従前の軽自動車税に係

る税額を区分して計上したものであり、１款市税全体では、対前年度

２．４％、２億４，４９６万５，０００円減の９９億８，５８９万

６，０００円を計上しております。次に、２款地方譲与税における１項

地方揮油発譲与税、２項自動車重量譲与税、３項森林環境譲与税につき

ましては、それぞれ国の示す地方財政計画の伸び率や実績見込みなどを

勘案して予算を計上しておりますが、特別とん譲与税につきましては、

市内企業における石油精製機能の停止の影響を踏まえて皆減と見込ん

でおり、２款地方譲与税全体では１４．０％、２，７５０万円減の１

億６，８５０万円を計上しております。続きまして、２４ページから２

７ページまでにおける各種交付金につきましても、地方財政計画や実績

見込みなどを勘案しており、３款１項利子割交付金につきましては

５０％減、５００万円減の５００万円、４款１項配当割交付金につきま
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しては、１１．１％減、５００万円減の４，０００万円を計上しておりま

す。また、５款１項株式等譲渡所得割交付金は５０％増、１，５００万円

増の４，５００万円、６款１項法人事業税交付金につきましては６．９％

減、１，０００万円減の１億３，５００万円、７款１項地方消費税交付

金につきましては２．８％減、４，０００万円減の１４億１，０００万

円を計上しております。続きまして、８款１項ゴルフ場利用税交付金に

つきましては、前年度と同額の７，０００万円を計上し、２６、２７ペ

ージの９款１項環境性能割交付金につきましては３３．３％減、５００

万円減の２，０００万円を計上しております。次に、１０款１項地方特

例交付金につきましては、個人市民税における定額減税相当額が国によ

り全額補塡されますことから、２億６，０００万円増の３億２，０００

万円を見込み、２項新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別

交付金につきましては、２３０万円減の８７０万円を見込んでおり、１

０款地方特例交付金全体では３６３．０％増、２億５，７７０万円増の

３億２，８７０万円を計上しております。続きまして、１１款１項地方

交付税につきましては、山口東京理科大学の学生数の増加や人事院勧告

の反映などによる人件費の増額等に伴う基準財政需要額の伸びを見込ん

だことなどにより、普通交付税として５億円増の７９億２，０００万円

を見込んでおります。また、特別交付税は、交付税原資の伸びや近年の

実績等を勘案し、５，０００万円増の７億円を見込み、１１款地方交付

税全体では６．８％増、５億５，０００万円増の８６億２，０００万円

を計上しております。次に、１２款１項交通安全対策特別交付金では、

前年度と同額の５５０万円を計上しております。続く２６ページから２

９ページまでの１３款分担金及び負担金、１項分担金では、小規模治山

事業や急傾斜地崩壊対策事業などに係る地元分担金３２８万円を計上し、

２８、２９ページの２項負担金では、高齢者福祉費負担金や保育所運営

費負担金など１億７，１３３万７，０００円を計上しており、１３款全

体では７．７％増、１，２４５万２，０００円増の１億７，４６１万７，

０００円を計上しております。次に、２８ページから３１ページまでの

１４款使用料及び手数料、１項使用料では、公の施設使用料、占用料、
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行政財産使用料などの実績等を勘案し計上しており、ケアセンターさん

よう使用料の皆減や保育所使用料の減などにより、２億５，３２０万

６，０００円を計上しております。３０ページから３３ページまでの２項

手数料につきましても、実績等を勘案し、１億１，６７１万８，０００円を

計上し、３２、３３ページの３項証紙収入では、指定ごみ袋の証紙収入

として１，６００万円を計上しており、１４款全体では６．４％減、

２，６１８万１，０００円減の３億８，５９２万４，０００円を計上し

ております。続いて、３２ページから３５ページまでの１５款国庫支出

金、１項国庫負担金では、児童手当などの減があるものの、自立支援給

付費や子供のための教育保育給付交付金、生活保護費などの増があり、

３３億５，９６８万円を計上しております。次に、３４ページから３７

ページまでの２項国庫補助金では、空家対策総合支援事業費補助金の改

造や社会保障税番号制度システム整備費、海岸保全施設整備事業費の増

などがあるものの、就学前教育保育施設整備交付金や新型コロナウイル

スワクチン接種体制確保事業費の皆減のほか、社会資本整備総合交付金

の減などにより４億６，６８４万７，０００円を計上しております。ま

た３項委託金では、８１５万２，０００円を計上しており、１５款全体

では１．３％減、４，８７７万９，０００円減の３８億３，４６７万

９，０００円を計上しております。続きまして、３８、３９ページの

１６款県支出金、１項県負担金では、農業委員会費などの減があるもの

の、自立支援給付費や後期高齢者医療保険基盤安定費、子供のための教

育保育給付交付金の増などにより、１４億１，８１５万円を計上してお

ります。また、３８ページから４３ページまでの２項県補助金では、小

規模治山事業費、児童福祉施設等災害復旧費県補助金の皆増や県外人材

県内就職促進事業補助金の増などがあるものの、石油貯蔵施設立地対策

等補助金の皆減のほか、機構集積協力金交付事業補助金や農業水路等長

寿命化防災減災事業補助金、地域水産物供給基盤整備事業補助金の減な

どにより、３億８，６３３万３，０００円を計上しております。４２ペ

ージから４５ページの３項委託金では、県議会議員選挙事務費や地域外

来検査センター事業費の皆減などにより１億９５６万８，０００円を計
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上しており、１６款全体では０．７％減、１，３４９万円減の１９億

１，４０５万１，０００円を計上しております。次に、４４、４５ペー

ジの１７款財産収入、１項財産運用収入では、市有財産の貸付料や基金

運用収入など１，６６３万１，０００円を計上し、２項財産売払い収入

では、市有財産売払い収入の増により１，４８０万４，０００円を計上

しており、１７款全体では４１．７％増、９２４万７，０００円増の

３，１４３万５，０００円を計上しております。続きまして、１８款寄

附金、１項寄附金では、ふるさと寄附金の増などにより、３７．８％増、

５，０９９万円増の１億８，６００万円を計上し、４４ページから４７

ページまでの１９款繰入金、１項基金繰入金では、減債基金繰入金の減

などがあるものの、退職手当基金繰入金の皆増や財政調整基金繰入金の

増などにより、２６．６％増、４億９，０７７万７，０００円増の２３億

３，８４２万１，０００円を計上し、４６ページから４９ページまでの

２０款繰越金、１項繰越金では、前年度と同額の３，０００万円を計上

しております。次に、２１款諸収入、１項延滞金、加算金及び過料では、

市税滞納延滞金１，０００万円を、２項市預金利子では、預金利子３万円

を、３項貸付金元利収入では、中小企業融資金貸付金元利収入など２億

４４６万７，０００円を計上しております。また、５０、５１ページの４項

収益事業収入では、項を新設し、小型自動車競走事業収入７，０００万円を

新たに計上しております。なお、５０ページから５５ページまでの５項

雑入では、デジタル基盤改革支援補助金や損害共済金の増などにより７億

６１８万円を計上し、２１款全体では２２．８％増、１億８，３８４万

９，０００円増の９億９，０６７万７，０００円を計上しております。

５４ページから５９ページまでの２２款市債、１項市債では、防災設備

整備事業債や庁舎整備事業債、臨時財政対策債などの減があるものの、

大学整備事業債や保育所施設整備事業債、港湾施設整備事業債、図書館

整備事業債などの増により、２．１％増、３，９９０万円増の１９億

３，７６０万円を計上しております。続きまして、歳出について款項ご

とに御説明します。６０、６１ページをお開きください。６０ページか

ら６３ページまでの１款議会費、１項議会費では、人件費の増などがあ
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るものの、タブレット端末導入事業費の減などにより、対前年度０．６％

減、１４９万５，０００円減の２億３，７３２万６，０００円を計上し

ております。次に、６４ページから１１３ページまでの２款総務費、

１項総務管理費につきましては、３５億６，５６０万７，０００円を計

上しております。主な増減としましては、６４ページから６９ページま

での１目一般管理費では、退職手当をはじめとした人件費の増、７２、

７３ページの４目情報管理費では、情報システム標準化・共通化事業費

の増、７６ページから７９ページの８目財産管理費では、財政調整基金

積立金の増などがあります。続いて、８８ページから９１ページまでの

１４目防災費では、防災情報システム関係事業費の皆減、９４ページか

ら９７ページまでの２１目市民活動推進費では、４月から供用開始とな

ります市民活動センターの運営費の皆増、９６、９７ページの２２目地

域づくり推進費では、地域づくり交付金の皆増を含む地域運営組織推進

事業費の増、１１０ページから１１３ページまでの３１目本庁舎改修事

業費では、事業進捗に伴う事業費の減、１１２、１１３ページの３２目

きらら交流館改修事業費では、同じく事業進捗に伴う事業費の増などが

あり、新型コロナウイルス対策費につきましては、廃目としております。

次に、１１２ページから１１７ページまでの２項徴税費では、２億

７，３９９万１，０００円を計上しており、主な増減として、システム

改修費の減などがあるものの人件費の増などがあり、１１６ページから

１２１ページまでの３項戸籍住民基本台帳費では、１億８，４０９万

１，０００円を計上しており、４月から新施設に移転します公園通出張

所の家賃等の皆増や戸籍情報システム改修事業費の増などがあります。

次に、１２０ページから１２３ページまでの４項選挙費では、市長選挙

費の皆増などがあるものの、県議会議員選挙費の皆減などがあり

５，１４０万１，０００円を計上しているほか、続く１２２ページから

１２５ページまでの５項統計調査費では、２，００９万３，０００円を、

１２６、１２７ページの監査委員費では、２，７５６万５，０００円を

それぞれ計上しております。また、１２８、１２９ページの７項大学費

では、運営費交付金や施設整備補助金の増などがあり、２５億８，４７１万
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７，０００円を計上しており、２款全体としましては８．０％増、４億

９，７９８万７，０００円増の６７億７４６万５，０００円を計上して

おります。続きまして、１２８ページから１４９ページまでの３款民生

費、１項社会福祉費につきましては、５８億３，５８４万３，０００円

を計上しております。主な増減として、１２８ページから１３３ページ

までの１目社会福祉総務費では、介護保険特別会計繰出金や国民健康保

険特別会計繰出金の減、１３２ページから１３９ページまでの２目障害

者福祉費では、自立支援給付費の増、１４０ページから１４３ページま

での４目後期高齢者医療費では、療養給付費負担金や後期高齢者医療特

別会計繰出金の増などがあります。また、１４４、１４５ページの６目

福祉センター運営費では、指定管理者委託料の皆減などがあるものの、

４月からの移転先となります新施設における家賃等の皆増があり、１４８、

１４９ページの９目のぞみ園整備事業費では、事業進捗に伴う管理委託

料の改増や工事請負費の増などがあります。次に、１４８ページから

１６５ページまでの２項児童福祉費につきましては、４７億９，５７４

万４，０００円を計上しております。主な増減としましては、１４８ペ

ージから１５３ページまでの１目児童福祉総務費では、認定こども園施

設整備補助金の皆減、１５２ページから１５５ページまでの２目児童措

置費では、児童手当の減などがあるものの、子ども医療助成費や認定こ

ども園運営費負担金の増などがあります。また、１５４ページから１５９

ページまでの４目保育所費では、小野田地区公立保育所整備事業費の増

などがあるほか、子育て世帯応援給付金給付事業費及び新型コロナウイ

ルス対策費につきましては、廃目としております。続いて、１６６ペー

ジから１６９ページまでの３項生活保護費につきましては、１２億

７０８万３，０００円を計上しており、１６８、１６９ページの２目扶

助費では、生活扶助費の減などがあるものの、医療扶助費の増があるほ

か、１６８ページから１７１ページまでの４項災害救助費では、１２５万

２，０００円を計上しており、３款全体としましては７．５％増、８億

２，７８６万２，０００円増の１１８億３，９９２万２，０００円を計

上しております。次に、１７０ページから１８５ページまでの４款衛生
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費、１項保健衛生費につきましては、１３億８，３４０万４，０００円

を計上しており、主な増減として、１７０ページから１７５ページまで

の１目保健衛生総務費では、病院事業会計に対する繰出しの減などがあ

るものの水道事業会計に対する繰出しの増などがあり、１７４ページか

ら１７７ページまでの２目予防費では、予防接種委託料の減などがあり

ます。また１７６ページから１７９ページまでの３目環境衛生費では、

斎場指定管理者委託料の増などがあるほか、新型コロナウイルスワクチ

ン接種事業費などを計上しておりました新型コロナウイルス対策費につ

きましては、廃目としております。次に、１８４ページから１９１ペー

ジまでの２項清掃費につきましては、１３億２，５５５万８，０００円

を計上しており、主な増減として、１８４ページから１８７ページまで

の１目清掃総務費では、一般廃棄物処理基本計画の改定事業費の皆増な

どがあるものの、人件費の減などがあるほか、１８６ページから１８９

ページまでの２目塵芥処理費では、ごみ処理施設長期包括運転管理業務

委託料や廃棄物処分業務委託料、塵芥収集運搬委託料の増などがあり、

４款全体としましては４．２％、１億９４５万５，０００円増の２７億

８９６万２，０００円を計上しております。次に、１９０ページから

１９５ページまでの５款労働費、１項労働諸費では、労働会館に係る施

設整備費や、４月から新施設に移転します地域職業相談室の家賃等の皆

増などがあり、５款全体としましては４０．９％増、１，７１４万

４，０００円増の５，９０６万３，０００円を計上しております。続き

まして、１９４ページから２０５ページまでの６款農林水産業費、１項

農業費につきましては、３億３，９８１万１，０００円を計上しており、

主な増減として、１９８ページから２０１ページまでの３目農業振興費

では、農地集積協力補助金の減などがあり、２０２ページから２０５ペ

ージまでの５目土地改良事業費では、防災重点ため池等廃止事業費など

の減があるものの、排水機場改修事業や圃場整備事業などに係る県事業

負担金の増などがあります。次に、２０４ページから２０９ページまで

の２項林業費につきましては、小規模治山事業費の皆増などがあり

５，６４８万４，０００円を計上し、２０８ページから２１３ページま



 23 

での３項水産業費につきましては、刈屋漁港海岸保全施設整備事業費の

増などがあるものの埴生漁港改修事業費の減などがあり、１億６，９０４万

４，０００円を計上しており、６款全体としまして１．１％減、６２４万円

減の５億６，５３３万９，０００円を計上しております。続きまして、

２１２ページから２２２ページまでの７款商工費、１項商工費につきま

しては、主な増減として、２１６ページから２１９ページまでの２目商

工振興費では、小野田・楠企業団地におけるインフラ整備事業費や空き

店舗等リニューアル補助金、工場設置奨励条例に基づく用地取得奨励金

の増などがあります。なお、新型コロナウイルス対策費は廃目とし、

７款全体としましては、３７．１％増、２億１，８８９万４，０００円

増の８億９１９万７，０００円を計上しております。次に、２２０ペー

ジから２２５ページまでの８款土木費、１項土木管理費では、人件費の

増などがあり、７，５６６万５，０００円を計上しております。また、

２２４ページから２３１ページまでの２項道路橋りょう費につきまして

は、４億７０２万２，０００円を計上しており、主な増減として、２２４

ページから２２７ページまでの１目道路橋りょう総務費では、道路台帳

整備委託料の減、２２６ページから２２９ページまでの３目道路橋りょ

う維持費では、市道街路灯更新事業費の皆増などがあるものの、市道舗

装リフレッシュ事業費の皆減などがあるほか、２２８ページから２３１

ページまでの４目道路新設改良費では、通学路安全対策費や橋梁補修事

業費の増などがあります。次に、２３０ページから２３３ページまでの

３項河川費につきましては、砂防設備整備事業をはじめとした県事業負

担金の増などがあるものの、排水機場整備事業費の皆減や河川整備事業

費の減などがあり、７，６４６万３，０００円を計上し、２３２、２３３

ページの４項港湾費につきましては、護岸整備や港湾整備に係る県事業

負担金の増などがあり、１億６，１４９万８，０００円を計上しており

ます。続きまして、２３４ページから２４１ページまでの５項都市計画

費につきましては、１３億７，０６０万５，０００円を計上しており、

主な増減として、２３４ページから２３７ページまでの１目都市計画総

務費では、都市計画基本図データ作成委託料の皆減のほか、公共下水道
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事業に対する繰出しの減などがあります。また、２３６ページから２４１

ページまでの２目緑地公園費では、テニスコート改修事業費の皆減など

があるものの、糸根公園整備事業費の皆増改造などがあります。次に、

２４２ページから２４７ページまでの６項住宅費につきましては、３億

２，０３６万円を計上しており、主な増減として、２４２ページから

２４５ページまでの１目住宅管理費では、市営住宅の解体事業費や改修

事業費の減などがあるほか、２４４ページから２４７ページまでの２目

住宅建設費では、市営住宅建替事業費の減があり、８款全体としまして

は１２．８％減、３億５，４３６万４，０００円減の２４億１，１６１万

３，０００円を計上しております。次に、２４６ページから２５１ペー

ジの９款消防費、１項消防費につきましては、主な増減として、２４６、

２４７ページの１目常備消防費では、消防組合費分担金の増、２４８ペ

ージから２５１ページまでの３目消防施設費では、消防署における照明

器具ＬＥＤ化改修事業費の皆増や、山陽消防署埴生出張所整備事業費の

増などがあり、９款全体としまして６．４％増、８，９２１万４，０００円

増の１４億７，３３８万１，０００円を計上しております。続きまして、

２５０ページから２５７ページまでの１０款教育費、１項教育総務費に

つきましては、退職手当の増などがあり、人件費を中心に２億９，９８９万

７，０００円を計上しております。次に、２５６ページから２６３ペー

ジまでの２項小学校費につきましては、４億２，５７４万６，０００円

を計上しており、主な増減として、２５６ページから２５９ページまで

の１目学校管理費では、屋内運動場照明器具ＬＥＤ化改修事業費の増な

どがあるものの、光熱水費の減などがあり、２５８ページから２６１ペ

ージまでの２目教育振興費では、小学校社会科副読本デジタル化事業費

の減などがあるものの、教科書改訂に伴う教員用教科書等の更新経費の

皆増などがあり、２６０ページから２６３ページまでの３目学校建設費

では、屋内運動場長寿命化改修事業費の増などがあります。次に、２６２

ページから２６７ページまでの３項中学校費につきましては、２億

２２万２，０００円を計上しており、主な増減として、２６２ページか

ら２６５ページまでの１目学校管理費では、光熱水費の減などがあるも
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のの、屋内運動場照明器具ＬＥＤ化改修事業費の増などがあり、２６６

ページから２６９までのページの４項幼稚園費では、人件費を中心に

５，１３２万８，０００円を計上しております。また、２７０ページか

ら２８５ページまでの５項社会教育費につきましては、３億９，４７７万

７，０００円を計上しており、２７０ページから２７５ページまでの

１目社会教育総務費では、人件費の増などがあるものの、閉館中のきら

ら交流館に係る管理経費や、山下記念館解体事業費の減などがあり、

２７４ページから２７９ページまでの２目図書館費では、中央図書館に

おける照明器具ＬＥＤ化事業費の増などがあるほか、２７８ページから

２８１ページまでの３目歴史民俗資料館費では、エレベーター更新事業

費の皆減などがあります。次に、２８４ページから２９１ページまでの

６項保健体育費につきましては、７億８，９９０万７，０００円を計上

しており、主な増減として、２８６ページから２９１ページまでの２目

給食費では、人件費や物価高騰を踏まえた賄材料費の増などがあり、

１０款全体としましては、６．１％増、１億２，５１９万２，０００円

増の２１億６，１８７万７，０００円を計上しております。続いて、

２９０、２９１ページの１１款災害復旧費につきましては、１項鉱害復

旧費では、例年、少額の事務費のみを計上しておりましたが、このたび

は市における直接の鉱害対応を想定し、一定額の事業費を含む４１０万円

を計上しております。また、令和５年度の豪雨災害に関連する事業費と

して、２項厚生労働施設災害復旧費、３項公共土木施設災害復旧費を新

設し、２項には、ねたろう保育園に係る復旧事業費として２，７３９万

５，０００円を、３項には市道に係る復旧事業費として７６０万円をそ

れぞれ計上しており、１１款全体としましては、３，８９９万５，０００円

増の３，９０９万５，０００円としております。次に、２９２、２９３

ページの１２款公債費、１項公債費につきましては、１目では地方債元

金、２目では地方債利子及び一時借入金利子の償還金を計上しておりま

す。事業用地の先行取得に関連した繰上償還金の皆減や過去に行った大

型整備事業などに係る地方債元金の減などにより、１２款全体としまして

は、９．３％減、３億６，８６４万４，０００円減の３５億９，３７６万円
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を計上しております。なお、１３款予備費、１項予備費では、前年度と

同額の５，０００万円を計上しております。続きまして、２９５ページ

から３１４ページまででは、当初予算における給与費明細書のほか、債

務負担行為や地方債に関する調書を掲載しております。最後に、財政指

標につきましては、財政力指数は３か年平均で０．５４０、実質公債費

比率は９．５を見込んでいるところです。以上、令和６年度一般会計予

算の歳入歳出に係る総括的な説明をしました。御審査のほどよろしくお

願いします。 

 

中村博行委員長 執行部の説明が終わりました。質疑については、各分科会で

該当する部分の審査の際に行いたいと思いますが、このたびの一般会計

予算全体に通ずる総括的な質疑がありましたら、ここでお願いしたいと

思います。質疑はありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）質疑なしと認

めます。ここで、分科会での審査の際の注意点を申し上げます。歳入の

質疑については、昨年度に引き続き、補正予算の審査と同様に、特定財

源である歳入についての質疑がある場合には、歳出の質疑を行う際に行

うものとします。なお、市税、交付税等の一般財源については、所管と

なる総務文教分科会で歳入の質疑を行いますので、よろしくお願いしま

す。以上で、一般会計予算決算常任委員会を散会します。お疲れさまで

した。 

 

午後３時２０分 散会 

 

令和６年（2024 年）３月１２日 

 

  一般会計予算決算常任委員長 中 村 博 行   

 


